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解　　　　説

1　本書の内容
(1) 本年報は、第二次保健医療福祉圏（21圏域）を単位とする、保健・医療・衛生等に関する統計情報を掲載したものです。
(2) 本年報の統計数値は、人口動態統計、地域保健・老人保健事業報告、各業務報告及び保健所諸統計資料を基本とし、その他官公庁から資料の提供を受け、前年（度）数値を掲載したものです。基となった資料は、各表下欄に出典を記載しています。
なお、各統計数値について、確定値が公表されていないものについては、保健所が集計した数値を使用しています。
(3) 資料中の年表示は「年」は1月1日から12月31日まで「年度」 は4月1日から3月31日までで、「○　　　日現在」は調査日現在を示すものです。
(4) 本年報の基礎人口は、特に記載のない限り当該年10月1日現在の推計人口（国勢調査年は、国勢調査日本　　　人人口）を使用しています。

2　用語の説明
    本書の用語の定義は、次のとおりです。
(1) 低出生体重児：出生児の体重が2,500g未満の出生児をいいます。
(2) 乳児死亡：生後1年未満の死亡をいいます。
(3) 新生児死亡：生後28日未満の死亡をいいます。
(4) 早期新生児死亡：生後7日未満の死亡をいいます。
(5) 周産期死亡：妊娠満22週以後の死産と早期新生児死亡を合わせたものをいいます。
(6) 死産：妊娠満12週以後の死児の出産をいいます。
(7) 死因分類：第10回修正国際疾病分類（ICD-10）によります。

3　計算に用いた比率
    本年報に用いた比率の計算は、次のとおりです。
(1) 出生率・死亡率・自然増加率・離婚率　＝　　年間（出生・死亡・自然増加・離婚届出）数　　×　1,000
人口
(2) 死産率・自然死産率・人工死産率　＝　　年間死産数（総数・自然・人工）　 　×　1,000
年間出産数（出生数＋死産数）
(3) 低出生体重児率　＝　　低出生体重児数　　×　1,000
年間出生数
(4) 乳児死亡率・新生児死亡率・早期新生児死亡率　＝　　年間（乳児・新生児・早期新生児）死亡数　　×　1,000
年間出生数
(5) 周産期死亡率　＝　　年間（妊娠満22週以後の死産数＋早期新生児死亡数）数　　×　1,000
年間出産数（出生数＋妊娠満22週以後の死産数）
(6) 妊娠満22週以後の死産率　＝ 　 　　　　　妊娠満22週以後の死産数       　　　　×　1,000
年間出産数（出生数＋妊娠満22週以後の死産数）
(7) 合計特殊出生率　＝ 　  母の年齢別出生数 　 15歳から49歳までの合計

年齢階級別女子人口

（注）　分母人口は、各年の10月1日現在の日本人人口を用いています。

4　表章記号の規約
    本年報の用法は、次のとおりです。
(1) その事象が出現する可能性を持っているが、統計上出現しない場合  　─
(2) その事象が出現することは、本質的にあり得ない場合　　　　　　　  ・
(3) 統計数が不明の場合、又は統計数を表章することが不適当な場合  　　…
(4) 小数点以下の数が切り捨てられて、０になる場合  　　　　　　　　　0.0
(5) 減少の場合                                                      △

5　年報の編集単位

	発行単位
	発行担当総合振興局
（振興局）保健環境部
保健行政室･地域保健室
	第二次保健医療福祉圏
	年報編算総合振興局（振興局）保健環境部
保健行政室･地域保健室
	保健所名

	道南
	渡島総合振興局保健環境部
保健行政室
	南渡島
	渡島総合振興局保健環境部保健行政室
	渡島

	
	
	北渡島檜山
	渡島総合振興局保健環境部八雲地域保健室
	八雲

	
	
	南檜山
	檜山振興局保健環境部保健行政室
	江差

	後志
	後志総合振興局保健環境部
保健行政室
	後志
	後志総合振興局保健環境部保健行政室
後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室
	倶知安
岩内

	石狩
	石狩振興局保健環境部
保健行政室
	札幌
	石狩振興局保健環境部保健行政室
石狩振興局保健環境部千歳地域保健室
	江別
千歳

	空知
	空知総合振興局保健環境部
保健行政室
	南空知
	空知総合振興局保健環境部保健行政室
	岩見沢

	
	
	中空知
	空知総合振興局保健環境部滝川地域保健室
	滝川

	
	
	北空知
	空知総合振興局保健環境部深川地域保健室
	深川

	日胆
	胆振総合振興局保健環境部
保健行政室
	東胆振
	胆振総合振興局保健環境部苫小牧地域保健室
	苫小牧

	
	
	西胆振
	胆振総合振興局保健環境部保健行政室
	室蘭

	
	
	日高
	日高振興局保健環境部保健行政室
日高振興局保健環境部静内地域保健室
	浦河
静内

	道北
	上川総合振興局保健環境部
保健行政室
	富良野
	上川総合振興局保健環境部富良野地域保健室
	富良野

	
	
	上川中部
	上川総合振興局保健環境部保健行政室
	上川

	
	
	上川北部
	上川総合振興局保健環境部名寄地域保健室
	名寄

	
	
	留萌
	留萌振興局保健環境部保健行政室
	留萌

	
	
	宗谷
	宗谷総合振興局保健環境部保健行政室
	稚内

	オホーツク
	オホーツク総合振興局
保健環境部北見地域保健室
	遠紋
	オホーツク総合振興局保健環境部紋別地域保健室
	紋別

	
	
	北網
	オホーツク総合振興局保健環境部保健行政室
オホーツク総合振興局保健環境部北見地域保健室
	網走
北見

	十勝
	十勝総合振興局保健環境部
保健行政室
	十勝
	十勝総合振興局保健環境部保健行政室
	帯広

	釧根
	釧路総合振興局保健環境部
保健行政室
	釧路
	釧路総合振興局保健環境部保健行政室
	釧路

	
	
	根室
	根室振興局保健環境部保健行政室
根室振興局保健環境部中標津地域保健室
	根室
中標津







保健情報年報様式一覧
	区分
	様式
番号
	表題
	市町村別
	保健所実施
	集計値
	資料

	
	
	
	
	
	全国
	全道
	摘要
	

	一章　人口の動向
	人口
	1
	人口、世帯、面積及び人口密度
	○
	
	○
	○
	
	住民基本台帳
全国都道府県市区町村別面積調

	
	
	2
	国勢調査総人口の推移
	○
	
	○
	○
	
	国勢調査人口

	
	
	3
	国勢調査総人口（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	人口動態
	4
	人口動態総覧（実数・率）
	○
	
	○
	○
	
	人口動態統計確定数

	
	
	5
	出生数（性・体重別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	6
	出生数(母の年齢階級別･出生順位別)及び合計特殊出生率
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	7-1
	死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	7-2
	死亡数（死亡場所別）
	
	
	○
	○
	
	

	
	
	８
	死亡数(主な死因年次推移分類)及び死亡率(人口10万対)
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	９
	悪性新生物死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	10
	悪性新生物死亡数（性・主要部位別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	11
	心疾患死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	12-1
	心疾患死亡数（性・病類別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	12-2
	急性心筋梗塞死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	12-3
	その他の虚血性心疾患死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	13
	脳血管疾患死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	14-1
	脳血管疾患死亡数（性・病類別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	14-2
	くも膜下出血死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	14-3
	脳内出血死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	14-4
	脳梗塞死亡数（性・年齢階級別）
	◯
	
	◯
	◯
	
	

	
	
	15
	肺炎死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	16
	不慮の事故死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	17
	自殺死亡数（性・年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	二章　保健予防
	母子保健 
	18
	母子保健（妊娠の届出・健康診査）
	○
	
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	19
	１歳６ヶ月児歯科健康診査の結果
	○
	
	
	○
	
	北海道母子保健報告システム

	
	
	20
	３歳児歯科健康診査の結果
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	21
	母子保健（保健指導）
	○
	○
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	22
	母子保健（訪問指導）
	○
	○
	
	○
	
	

	
	
	23
	人工妊娠中絶数（年齢階級・妊娠週数別）
	
	
	
	○
	
	衛生行政報告例

	
	栄養改善
	24
	健康増進（栄養・運動等指導）
	○
	○
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	25-1
	保健所栄養改善活動状況（集団指導）
	○
	
	
	○
	
	行政栄養士業務実績報告

	
	
	25-2
	保健所栄養改善活動状況（個別指導）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	26-1
	市町村栄養改善活動状況(集団指導) 
	○
	
	
	○
	
	市町村栄養改善業務実績報告
保健所集計

	
	
	26-2
	市町村栄養改善活動状況（個別指導）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	26-3
	市町村栄養改善活動状況（会議・研修等その他）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	27-1
	給食施設指導数（個別）
	
	○
	
	○
	
	行政栄養士業務実績報告

	
	
	27-2
	給食施設指導数（集団）
	
	○
	
	○
	
	

	
	結核
	28-1
	結核新登録患者数（年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	結核登録者情報システム

	
	
	28-2
	結核登録患者数（年齢階級別）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	29-1
	結核新登録患者数（活動性分類・受療状況）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	29-2
	結核登録患者数（活動性分類・受療状況）
	○
	
	○
	○
	
	

	
	
	30
	一般住民結核検診数
	○
	
	
	○
	
	結核定期健康診断月報

	
	
	31
	結核予防(相談、訪問指導等)
	
	
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	32
	結核管理検診数
	
	
	
	○
	
	結核関係事業実績報告

	
	
	33-1
	結核の接触者健康診断数
	
	
	
	○
	
	

	
	
	33-2
	結核の接触者健康診断数（ＩＧＲＡ検査結果）
	
	
	
	○
	
	

	
	感染症
	34-1
	予防接種（定期）接種者数
	○
	
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	34-2
	予防接種（定期）接種者数
	○
	
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	35-1
	感染症患者数
	
	
	○
	○
	
	感染症発生動向調査

	
	
	35-2
	エイズ
	
	
	○
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	36
	エキノコックス症検診数
	○
	
	
	○
	
	ｴｷﾉｺｯｸｽ症対策実施状況調査

	
	
	37
	エキノコックス症媒介動物剖検数
	○
	
	
	○
	
	ｴｷﾉｺｯｸｽ症媒介動物疫学調査

	
	歯科
保健
	38
	歯科保健（健診・保健指導）
	○
	○
	
	○
	

	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	39
	歯科保健（予防処置・治療）
	○
	○
	
	○
	
	

	
	医療
給付
	40
	医療給付事業
	◯
	
	
	◯
	

	保健所集計


	
	
	41
	小児医療等給付事業
	◯
	
	
	◯
	
	





	区分
	様式
番号
	表題
	市町村別
	保健所実施
	集計値
	資料

	
	
	
	
	
	全国
	全道
	摘　要
	

	二章　保健予防
	成人保健
	42
	健康増進事業（個別健康教育）
	○
	
	
	○
	

	地域保健･健康増進事業報告


	
	
	43
	健康増進事業（集団健康教育）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	44
	健康増進事業（健康相談）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	45
	健康増進事業（基本健康診査）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	46-1
	健康増進事業（主な検査項目別の受診者数及び検査結果別人員）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	46-2
	健康増進事業（保健指導利用区分別延人員・利用実人員）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	47
	健康増進事業(歯周疾患検診･骨粗鬆症検診)
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	48
	健康増進事業（訪問指導）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	49
	健康増進事業（訪問指導従事者）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	50-1
	健康増進事業（胃がん検診受診状況）
	○
	
	
	○
	精密検査の結果は前年数値
	地域保健･健康増進事業報告


	
	
	50-2
	健康増進事業（胃がん検診前年度精密検査の結果）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	51-1
	健康増進事業（肺がん検診受診状況）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	51-2
	健康増進事業（肺がん検診（全て）前年度精密検査の結果）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	52-1
	健康増進事業（大腸がん検診受診状況）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	52-2
	健康増進事業（大腸がん検診前年度精密検査の結果）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	53-1
	健康増進事業（子宮頸がん検診受診者）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	53-2
	健康増進事業（子宮頸がん検診受診率）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	53-3
	健康増進事業（子宮頸がん検診前年度精密検査の結果）
	◯
	
	
	◯
	
	

	
	
	54-1
	健康増進事業（乳がん検診受診者）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	54-2
	健康増進事業（乳がん検診受診率）
	◯
	
	
	◯
	
	

	
	
	54-3
	健康増進事業（乳がん検診前年度精密検査の結果）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	55-1
	健康増進事業（肝炎ウイルス検診）　　
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	55-2
	健康増進事業（肝炎ウイルスに関する健康教育及び健康相談の実施）
	○
	
	
	○
	
	

	
	特定疾患
	56-1
	特定医療費受給者数（国）
	○
	
	
	○
	
	保健所集計


	
	
	56-2
	特定医療費受給者数（国）
	◯
	
	
	◯
	
	

	
	
	56-3
	特定医療費受給者数（国）
	◯
	
	
	◯
	
	

	
	
	57-1
	特定疾患治療研究費受給者数（北海道）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	57-2
	特定疾患治療研究費受給者数（国）
	◯
	
	
	◯
	
	

	
	
	57-3
	ウイルス性肝炎進行防止対策（国・北海道）・橋本病重症患者対策医療受給者数（北海道）
	○
	
	
	○
	
	

	
	精神保健
	58-1
	保健所把握精神障害者数（入院病類別）
	
	
	
	○
	
	北海道保健所把握精神障害者状況調査


	
	
	58-2
	保健所把握精神障害者数（通院病類別）
	
	
	
	○
	
	

	
	
	58-3
	保健所把握精神障害者数（その他病類別）
	
	
	
	○
	
	

	
	
	59
	保健所把握精神障害者数（新規）
	
	
	
	○
	
	

	
	
	60
	保健所把握精神障害者数（受療別）
	 
	
	
	○
	
	

	
	
	61-1
	精神保健事業（相談・ﾃﾞｲｹｱ・訪問指導）
	◯
	○
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告
保健所集計等

	
	
	61-2
	精神保健事業（電話相談等）
	○
	○
	
	○
	
	

	
	
	61-3
	精神保健事業（普及啓発等）
	◯
	○
	
	○
	
	

	
	保健師活動
	62
	保健師家庭訪問数
	○
	○
	
	○
	隔年調査
（奇数年）
	公衆衛生看護活動実施状況報告

	
	
	63
	保健師業務別割合
	○
	○
	
	○
	
	

	三章　　医療と薬事
	医療
	64
	保健医療施設数
	○
	
	
	○
	
	医療施設調査
保健所集計

	
	
	65
	医療施設数・病床数（人口１０万対）
	○
	
	
	○
	
	

	
	
	66-1
	保健医療従事者数（人口１０万対）
	○
	
	
	○
	隔年調査
（偶数年）
	医師・歯科医師・薬剤師調査
看護師等業務従事者届
衛生行政報告例

	
	
	66-2
	職員配置状況（保健所・地域保健事業に関わる部署）
	○
	
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	
	67
	保健所把握医療機関従事者数(人口10万対)
	○
	
	
	○
	
	病院報告

	
	薬事
	68
	医薬品等取扱業者数
	○
	
	
	○
	
	薬局等の施設数調査

	
	
	69
	献血者数
	○
	
	
	○
	
	北海道赤十字血液ｾﾝﾀｰ調べ

	
	介護保険
	70
	介護保険（施設数、検査数）
	○
	
	
	○
	
	保健所集計

	四章　　生活環境
	環境衛生
	71
	環境衛生（施設数）
	○
	
	
	○
	
	保健所集計

	
	
	72
	環境衛生（監視数）
	
	
	
	○
	
	

	
	食品衛生
	73
	食品衛生（施設数）
	○
	
	
	○
	
	保健所集計

	
	
	74
	食品衛生（監視数）
	
	
	
	○
	
	

	
	
	75
	食品等収去検査数
	
	
	
	○
	
	食品衛生関係二半期報

	
	狂犬病予防
	76
	狂犬病予防及び野犬掃とう数
	○
	○
	
	○
	
	狂犬病予防四半期報等

	五章　衛生教育等
	衛生教育
	77
	衛生教育
	○
	○
	
	○
	
	地域保健･健康増進事業報告

	
	試 験
検 査
	78
	臨床検査数
	
	
	
	○
	

	保健所試験検査実施状
況調

	
	
	79
	生活環境検査数
	
	
	
	○
	
	



第1章　人口の動向

1　人口
第1表　人口、世帯、面積及び人口密度　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　  
	

	平成30年1月1日現在人口
	世帯数
b
	 世帯人員 
a/b
	面積(ｋ㎡)
c
	人口密度
a/c

	
	 　計a
	男
	女
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


資料　人口及び世帯数は、住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省、平成30年1月1日現在）による。
面積は全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院、平成29年10月1日時点）による。
注1　全国・全道の面積には、歯舞・色丹・国後・択捉のいわゆる北方領土を含む。また根室市の面積には、歯舞群島を含む。
注2　市町村間で境界の一部が未定の場合は、上記資料から参考値を示した。
注3　然別湖・風蓮湖は、水面が境界未定のため、関係市町村の面積には含まれない。

	 【記載要領】
(1) 世帯人員は、小数第2位を四捨五入し(0.0)と表示（以下、小数第2位を四捨五入し表示する場合は、「(0.0)と表示」という。）すること。
(2) 面積は、国土地理院調（平成29年10月1日）とし、(0.00)と表示（以下、小数第3位を四捨五入し表示する場合は「(0.00)と表示」という。）すること。なお、境界未確定の場合は空欄とし、その旨備考欄に記載すること。
(3) 人口密度は、小数第3位を四捨五入し(0.00)と表示すること。




第2表  国勢調査総人口の推移
	
	平成17年
国勢調査総人口
a
	平成22年国勢調査総人口
	平成27年国勢調査総人口

	
	
	人　口
b
	増減
c(b-a)
	率％
c/a
	世帯数
d
	世帯人員
e
	人　口
f
	増減g(f-b)
	率%
g/b
	世帯数
h
	世帯人員
i

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　国勢調査人口（総人口確定数）
注1　市町村合併等があった場合の人口増減及び率については、次のように算出している。
（例）自治体A・B・Cが合併してDになった場合、自治体Dの人口増減は、前回調査時のDの人口（＝当時存在していなかったためゼロ）ではなく、前回調査時のA・B・Cの人口の総和を基準として算出する。
同様に、A・B・Cが合併してAになった場合、Aの人口増減は、前回調査時のA・B・Cの人口の総和を基準として算出する。
市町村の転出入があった場合の各所管人口の増減についても、同様に算出している。

	【記載要領】　
(1)　総務省統計局が公表する確定数を用いること。
(2)　増減率は、(0.00)と表示すること。




第3表  国勢調査総人口(性・年齢階級別)
	
	総数
	0~4歳
	5～9歳
	10~14歳
	15~19歳
	20~24歳
	25~29歳
	30~34歳
	35~39歳
	40~44歳
	45~49歳
	50~54歳

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                                 
	55~59歳
	60~ 64歳
	65~69 歳
	70~74歳
	75~79 歳
	80~84歳
	85~89歳
	90~94歳
	95~99歳
	100歳以上~
	不詳

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　国勢調査人口（総人口確定数）

	【記載要領】　
(1)　平成27年国勢調査総人口を用いること。





2　人口動態
第4表  人口動態総覧（実数・率）
	


	平成29年
（推計人口）
	出　生
	死　亡
	自然増加
	低出生
体重児
	乳児死亡
	新生児死亡

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	実数
	人口千対
	実数
	人口千対
	実数
	人口千対
	実数
	出生千対
	実数
	出生千対
	実数
	出生千対

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	周産期死亡
	死　　　　　　産
	婚　姻

	離　婚


	総数
	妊娠満22週以後の死産
	早期新生児死亡
	総数
	自然死産
	人工死産
	
	

	実数
	出産千対
	実数
	出産千対
	実数
	出生千対
	実数
	出産千対
	実数
	出産千対
	実数
	出産千対
	実数
	人口千対
	実数
	人口千対

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　人口動態統計確定数
注　　人口には平成29年10月1日現在の推計日本人人口を用いた。

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計の確定数（以下、人口動態統計は確定数とする。）を用いること。
(2)　人口千対は、平成29年（推計人口）を用いて算出し、(0.0)と表示すること。
(3)　離婚率は、(0.00)と表示すること。




第5表  出生数（性・体重別）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成29年
	

	総　数

	1000g未満

	1000g以上
1500g未満
	1500g以上
2000g未満
	2000g以上
2500g未満
	2500g以上
4000g未満
	4000g以上

	不　詳

	低出生体重児(再)
2500g未満

	
	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　人口動態統計確定数
注　　低出生体重児とは、出生時体重が2,500ｇ未満の児を言う。

	【記載要領】
(1)　人口動態統計を用いること。




第6表  出生数（母の年齢階級別・出生順位別）及び合計特殊出生率　　　　　　　　　 　　　　　　　　平成29年
	
	
総数
	母　の　年　齢　階　級　別
	合計特殊出生率
	出　生　順　位　別

	
	
	~14歳
	15~19歳
	20~24歳
	25~29歳
	30~34歳
	35~39歳
	40~44歳
	45歳~
	不詳
	
	第1子
	第2子
	第3子
	第4子
	第5子以上
	不詳


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数
合計特殊出生率（市町村分）：人口動態統計特殊報告（平成20～24年人口動態保健所・市町村別統計)
注1　合計特殊出生率とは、15歳から49歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、1人の女子が仮に年次の齢別の出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。
注2　合計特殊出生率の算出には、全国値では各歳別の女子の日本人人口を、全道値では5歳階級別の女子の日本人　　人口をそれぞれ用いた。
注3　合計特殊出生率のうち圏域及び総合振興局（振興局）の値については、資料にないためN/Aと表記した（ただし、ひとつの保健所からなる場合には保健所の値に等しい）。
注4　合計特殊出生率のうち市町村値については、単年で算出すると数値が安定しないため、上記資料から、二次医療圏を事前分布の決定地域としたベイズ推計値を示した。
合計特殊出生率のベイズ推計値の詳細については、下記の厚労省のWebページ、もしくは佐伯則英ら：厚生の指標1999;46(10):3-10などを参照のこと。
http://www.mhlw.go.jp/toukAi/sAikin/hw/jinkou/tokusyu/hoken04/5.html

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。
(2)　合計特殊出生率は、(0.00)と表示すること。






第7-1表  死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4
	5~9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                      　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上
	不詳

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第7-2表　死亡数（死亡場所別）                                                               　　平成29年
	
	総数
	病院
	診療所
	介護老人
保健施設
	助産所
	老人
ホーム
	自宅
	その他

	
	
総数
	総数
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	（再掲）
3大死因
	悪性新生物
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	心疾患
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	脳血管疾患
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数                                                                               

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第8表　死亡数（主な死因年次推移分類）及び死亡率（人口10万対）  　　　　　　　　　　　　　　　　 平成29年
	
	死 亡
総 数
	01200
	02100
	04100
	09100
	09200
	09300
	10200
	11300
	14200
	18100
	20100
	20200
	20101

	
	
	結 核
	悪性新生物
	糖尿病

	高血圧性疾 患
	心疾患 
（高血圧性を除く）
	脳血管疾患
	肺 炎
	肝疾患
	腎不全
	老 衰
	不慮の事故
	自 殺
	交通事故(再掲)

	
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率
	実数
	率

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　人口動態統計確定数  
注1　「率」（全国を除く。）は平成29年9月末日現在の住民基本台帳人口を用いて算出しているため、第4表「人口千対」と数値は一致しない。
注2　全国の「率」は平成29年推計日本人人口を用いて算出した。

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。
(2)　率（全国を除く。）は、平成29年10月1日現在の住民基本台帳人口を用いて算出すること。
(3)　全国の率は、平成29年推計日本人人口を用いて算出すること。






第9表　悪性新生物死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第10表　悪性新生物死亡数（性・主要部位別）
	



	総数
	02101
	02102
	02103
	02104
	02105
	02106
	02107
	02108
	02109

	
	
	口唇、
口腔及び咽頭
	食道
	胃
	結腸
	直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸
	肝及び
肝内胆管
	胆のう及びその他の胆道
	膵
	喉頭

	


	 総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	02110
	02111
	02112
	02113
	02114
	02115
	02116
	02117
	02118
	02119
	02120
	02121

	気管、
気管支及び肺
	皮膚
	乳房
	子宮
	卵巣
	前立腺
	膀胱
	中枢神
経系
	悪性リ
ンパ腫
	白血病
	その他のリンパ組織、造血組織及び関連組織
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。
(2)　男の「子宮」、「卵巣」、女の「前立腺」欄には、「・」を表示すること。




第11表　心疾患死亡数(性・年齢階級別)
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。


  


第12-1表　心疾患死亡数（性・病類別）　　                  　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　平成29年
	



	
総数
	09201
	09202
	09203
	09204
	09205
	09206
	09207
	09208

	
	
	慢性ﾘｳﾏﾁ
性心疾患

	急性心筋
梗塞

	その他の
虚血性心疾患
	慢性非ﾘｳ
ﾏﾁ性心内膜疾患
	心筋症
	不整脈及
び伝導障害
	心不全
	その他の
心疾患

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】
(1)　人口動態統計を用いること。




 第12-2表　急性心筋梗塞死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第12-3表　その他の虚血性心疾患死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第13表　脳血管疾患死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100～
	不詳

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数
	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。


第14-1表　脳血管疾患死亡数（性・病類別）　　　　　平成29年
	

	総数
	09301
	09302
	09303
	09304

	
	
	くも膜下出血
	脳内出血
	脳梗塞
	その他の脳血管疾患

	


	総数
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第14-2表　くも膜下出血死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                    　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第14-3表　脳内出血死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                    　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第14-4表　脳梗塞死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。



第15表　肺炎死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第16表　不慮の事故死亡数(性・年齢階級別)
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】　
(1)　人口動態統計を用いること。




第17表　自殺死亡数（性・年齢階級別）
	
	総数
	0~4歳
	5～9
	10~14
	15~19
	20~24
	25~29
	30~34
	35~39
	40~44
	45~49
	50~54

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                       　　　 平成29年
	55~59
	60~64
	65~69
	70~74
	75~79
	80~84
	85~89
	90~94
	95~99
	100以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  人口動態統計確定数

	【記載要領】
(1)　人口動態統計を用いること。







第2章　保健予防

1　母子保健
第18表  母子保健(妊娠の届出・健康診査)                          　　　　　　　　　　　        　 
	





	
	一般健康診査

	
	妊娠届出数
	再掲
	妊婦
	産婦
	乳児

	
	
	満11週以内
(第3月以内)
	満12週~19週(第4月~第5月
	満20週~27週(第6月~第7月
	満28週～分娩まで(第8月～分娩まで)
	分娩後
	不詳
	受診実人員
	受診延人員
	受診実人員
	受診延人員
	1～2ヶ月
	3～5ヶ月
	6～8ヶ月
	9～12ヶ月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	対象人員
	受診実人員
	受診延人員

	対象人員
	受診実人員
	受診延人員
	対象人員
	受診実人員
	受診延人員
	対象人員
	受診実人員
	受診延人員

	



	実施数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	


	医療機関
委託
(再掲)
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	




 
	一般健康診査

	幼児

	1歳6ヶ月
	3歳
	4～6歳
	その他

	対象人員
a
	受診実人員
b
	受診延人員
	受診率%
b/a
	対象人員
c
	受診実人員
d
	受診延人員

	受診率%
d/c
	対象人員
c
	受診実人員
d
	受診延人員
	受診率%
d/c
	受診実人員
	受診延人員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                       　　　　　　　　　　　　　　　             　　　　                      平成29年度
	精密健康診査受診実人員
	妊婦B 型肝炎検査実人員

	妊婦
	産婦
	乳児
	幼児
	B型肝炎検査
	事後指導

	
	
	1～2ヶ月
	3～5ヶ月
	6～8ヶ月
	9～12ヶ月
	1歳6ヶ月
	3歳
	4～6歳
	その他
	
	妊婦
	乳児

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
 　
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　「受診率」は、(0.0)と表示すること。




第19表  1歳6ヶ月児歯科健康診査の結果 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	


	 対象者
a
	受診者数
b
	受診率
%
b/a
	う歯のない者(罹患型)
	う歯のある者(罹患型)
	う歯総本数
d
	一人平均う歯数
d/b
	軟組織の異常
	咬合異常のある者
	その他異常

	
	
	
	
	O1型
	O2型
	不詳
	計
	A型
	B型
	C型
	不詳
	計
c
	う蝕罹患率 %
c/b
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　北海道母子保健報告システム事業

	【記載要領】　
(1)　北海道母子保健報告システム事業を参照のこと。
(2)　「受診率」は、(0.0)と表示すること。
(3)　「う蝕罹患率」及び「一人平均う歯数」は、(0.00)と表示すること。
(4)　事業未実施の場合は各欄に「－」を、事業を実施しているが該当者がいない場合は「0」と表示すること。




第20表  3歳児歯科健康診査の結果 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　   平成29年度
	


	対象者
a
	受診者数
b
	受診率
%
b/a
	う歯のない者
	う歯のある者（罹患型）
	う歯総本数
d
	一人平均う歯数
d/b
	軟組織の異常
	咬合異常のある者
	その他 異常

	
	
	
	
	
	A型

	B型

	C1型

	C2型
	不詳

	計
c
	う蝕罹患率 %
c/b
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　北海道母子保健報告システム事業

	【記載要領】　
(1)　北海道母子保健報告システム事業を参照のこと。
(2)　「受診率」は、(0.0)と表示すること。
(3)　「う蝕罹患率」及び「一人平均う歯数」は、(0.00)と表示すること。
(4)　事業未実施の場合は各欄に「－」を、事業を実施しているが該当者がいない場合は「0」と表示すること。




第21表  母子保健（保健指導）                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	
	妊婦
	産婦
	乳児
	幼児
	その他
	電話相談延人数

	
	
	延人員
	
	延人員
	
	延人員
	
	延人員
	
	延人員
	

	
	実人員
	（再掲）
健診の事後指導
	
	実人員
	（再掲）
健診の事後指導
	
	実人員
	（再掲）
健診の事後指導
	
	実人員
	（再掲）
健診の事後指導
	
	実人員
	（再掲）
健診の事後指導
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
 
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第22表  母子保健（訪問指導）                          　　　　　　　　　　　        　　　　　　平成29年度
	
           

	妊　婦
	産　婦
	新生児
(未熟児除く)
	未熟児
	乳　児
(新生児･未熟児除く)
	幼　児
	その他

	
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員

	
	実施数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	医療機関委託(再掲)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	乳児家庭全戸訪問事業を併せて実施(再掲)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告

	 【記載要領】　
(1)地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第23表  人工妊娠中絶数（年齢階級・妊娠週数別）                                         
	
	計
	15歳未満
	 15 歳 
	16歳
	17歳
	18歳
	19歳
	20~24歳
	25~29歳

	






	 　    ～満7週
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 満  8～満11週
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 満12～満15週
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 満16～満19週
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 満20 ・満21週
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	週数不詳
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


平成29年度
	30~34歳
	35~39歳
	40~44 歳
	45~49歳
	50歳以上
	不詳

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


資料　衛生行政報告例

	【記載要領】　
(1)　衛生行政報告例の「人工妊娠中絶」を参照のこと。
(2)　各欄は、「第1号該当」と「第2号該当」の合計を記載すること。


2　栄養改善
第24表  健康増進（栄養・運動等指導）                                                　　平成29年度
	




	個別指導延人員
	集団指導延人員

	
	栄養指導
	運動指導
	休養指導
	禁煙指導
	その他
	栄養指導
	運動指導
	休養指導
	禁煙指導
	その他

	
	


	病態別栄養指導
(再掲)
	訪問による栄養指導
(再掲)
	


	病態別運動指導
(再掲)
	
	
	
	


	病態別栄養指導
(再掲)
	


	病態別運動指導
(再掲)
	
	
	

	



	実
施
数
 
	妊産婦
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	乳幼児
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	20歳未満
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	20歳以上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　20歳未満は、妊産婦・乳幼児を除く。
注2　20歳以上は、妊産婦を除く。

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第25-1表  保健所栄養改善活動状況（集団指導）                                         　　  　平成29年度
	
	集団指導

	
	計
	専門的
栄養指導
	一般的
栄養指導
	健康運動
指導
	休養関係
	たばこ関係
	外食料理の栄養成分表示関係
	健康増進法
第6章関係
	食品表示法(保健事項)
	市町村に対する技術支援
	健康危機管理
	その他(健康づくり関係事業)
	人材育成

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	管理栄養士
・栄養士関係
	調理師関係
	地区組織
	学生実習
	その他

	
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　行政栄養士業務実績報告
注1　「健康増進法第6章関係」は、特別用途表示、栄養表示基準に関する指導等のことである。
注2 　 札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。
　
	【記載要領】
(1)　行政栄養士業務実績報告を参照のこと。
(2)　市町村支援、依頼により実施した場合を含めること。
(3)　市町村別は、実施した場所の所在地の市町村に振り分けて記載すること。




第25-2表  保健所栄養改善活動状況（個別指導）                                       　　　　　　平成29年度
	
	個別指導

	
	計
	専門的
栄養指導
	一般的
栄養指導
	健康運動
指導
	休養関係
	たばこ
関係
	外食料理の栄養成分表示関係
	健康増進
法第6章
関係
	食品表示法(保健事項)
	市町村に対する技術支援
	健康危機管理
	その他
(健康づくり　関係事業)
	人材育成

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	管理栄養士
・栄養士関係
	調理師関係
	地区組織
	学生実習
	その他

	
	回
数

	延人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数
	回
数

	延
人
数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　行政栄養士業務実績報告
注1　「健康増進法第6章関係」は、特別用途表示、栄養表示基準に関する指導等のことである。
注2 　 札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。

	【記載要領】　
(1)　行政栄養士業務実績報告を参照のこと。
(2)　市町村支援、依頼により実施した場合を含めること。
(3)　市町村別は、実施した場所の所在地の市町村に振り分けて記載すること。
(4)　個別指導の各欄は、電話による指導を含めること。



第26-1表　市町村栄養改善活動状況（集団指導）                                  　　　　　　　　平成29年度
	
	栄養士
配置数
	集団指導

	
	
	計
	妊娠期及び出産期、乳児期及び幼児期
	学童期・思春期
	成人期
	高齢期
	地区組織
	啓発普及
	人材育成
	健康危機管理
	健康づくり関係その他
	健康増進業務以外その他

	
	
	回数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　市町村栄養改善業務実績報告、保健所集計
注1  札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。
注2  全道の数のうち、栄養士配置数は、札幌市を除く。

	【記載要領】　
(1)　市町村栄養改善業務実績報告を参照のこと。
(2)　配置栄養士数は、「平成29年度行政栄養士等の調査（平成29年7月1日現在）」を参照のこと。




第26-2表　市町村栄養改善活動状況（個別指導）
	
	個別指導

	
	計
	妊娠期及び出産期、
乳児期及び幼児期
	学童期・思春期
	成人期
	高齢期
	地区組織

	
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数

	
	



	(再掲)
訪問指導
回数
	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数
	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数
	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数
	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数
	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数

	



	(再掲)
訪問指導
延人員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


平成29年度
	個別指導

	啓発普及
	人材育成
	健康危機管理
	健康づくり関係その他
	健康増進業務以外その他

	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数

	



	(再掲)
訪問指導
回数

	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導回数

	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数

	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数
	



	(再掲)
訪問指導
延人員
	



	(再掲)
訪問指導
回数

	



	(再掲)
訪問指導
延人員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　市町村栄養改善業務実績報告、保健所集計
注1  札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。
	【記載要領】　
(1)　市町村栄養改善業務実績報告を参照のこと。




第26-3表　市町村栄養改善活動状況（会議・研修等その他）   　　   　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	   




	会　議　・　研修等その他

	
	計
	妊娠期及び出産期、乳児期及び幼児期
	学童期・思春期
	成人期
	高齢期
	地区組織
	啓発普及
	人材育成
	健康危機管理
	健康づくり関係
その他
	健康増進業務以
外その他

	
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数
	回　数
	延人数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　市町村栄養改善業務実績報告、保健所集計
注1  札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。
	【記載要領】　
(1)　市町村栄養改善業務実績報告を参照のこと。



第27-1表  給食施設指導数（個別）
	
	計
	学校

	
	1回300食以上又は
1日750食以上
	1回100食以上又は
1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他
	1回300食以上又は
1日750食以上
	1回100食以上又は1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他

	
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	病院
	介護老人保健施設

	1回300食以上又は
1日750食以上
	1回100食以上又は
1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他
	1回300食以上又は1日750食以上
	1回100食以上又は1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他

	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	老人福祉施設
	児童福祉施設

	1回300食以上又は
1日750食以上
	1回100食以上又は
1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他
	1回300食以上又は1日750食以上
	1回100食以上又は1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他

	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                 　　　　　
	社会福祉施設
	事業所

	1回300食以上又は
1日750食以上
	1回100食以上又は
1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他
	1回300食以上又は1日750食以上
	1回100食以上又は1日250食以上
	1回50食以上又は1日100食以上
	その他

	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                         平成29年度
	その他の給食施設

	1回300食以上又は
1日750食以上
	1回100食以上又は
1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他

	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数
	施設数
	指導数

	
	
	
	
	
	
	
	


資料　行政栄養士業務実績報告
注1　学校は、学校給食センター・幼稚園を含む。
注2　札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。

	【記載要領】　
(1)　行政栄養士業務実績報告を参照のこと。
(2)　来所、電話による指導を含めること。
(3)　その他の給食施設は、「学校」から「事業所」以外の施設で給食を実施している場合であり、矯正施設、宿舎、一般給食センター、自衛隊等を計上すること。
(4)　食数は、定員数ではなく給食数で分類すること。（巡回指導時の食数であり、巡回指導時に未実施の場合は、前回指導実施時又は開設届出及び変更届出の食数とすること。）




第27-2表  給食施設指導数（集団）   　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	


	計

	1回300食以上又は
1日750食以上
	1回100食以上又は
1日250食以上
	1回50食以上又は
1日100食以上
	その他

	
	延施設数
	延指導人数
	延施設数
	延指導人数
	延施設数
	延指導人数
	延施設数
	延指導人数
	延施設数
	延指導人数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　行政栄養士業務実績報告
注1　　札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。

	【記載要領】　
(1)　行政栄養士業務実績報告を参照のこと。
(2)　食数は、定員数ではなく給食数で分類すること。（巡回指導時の食数であり、巡回指導時に未実施の場合は、前回指導実施時又は開設届出及び変更届出の食数とすること。）






3　結核
第28-1表  結核新登録患者数（年齢階級別） 　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　平成29年
	

	総数
	0~
4歳
	5~
9歳
	10~
14歳
	15~
19歳
	20~
24歳
	25~
29歳
	30~
34歳
	35~
39歳
	40~
44歳
	45~
49歳
	50~
54歳
	55~
59歳
	60~
64歳
	65~
69歳
	70~
74歳
	75~
79歳
	80~
84歳
	85~
90歳
	90歳
以上
	潜在性結核
感染症(別掲)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　結核登録者情報システム
注1　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。

	【記載要領】　
(1)　結核登録者情報システムを参照のこと。
(2)　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。




第28-2表  結核登録患者数（年齢階級別） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年末現在
	

	総数
	0~4  歳
	5~9  歳
	10~
14歳
	15~
19歳
	20~
24歳
	25~
29歳
	30~
34歳
	35~
39歳
	40~
44歳
	45~
49歳
	50~
54歳
	55~
59歳
	60~
64歳
	65~
69歳
	70~
74歳
	75~
79歳
	80~
84歳
	85~
90歳
	90歳
以上
	潜在性結核
感染症(別掲)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　結核登録者情報システム
注1　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。
　　　
	【記載要領】　
(1)　結核登録者情報システムを参照のこと。
(2)　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。




第29-1表  結核新登録患者数（活動性分類・受療状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年
	



	活動性結核
	潜在性結核感染症
(別掲)

	
	総数
	肺結核活動性
	肺外結核
活動性
	

	
	
	総数
	登録時喀痰塗抹陽性
	登録時その他の
結核菌陽性
	登録時菌陰性
その他
	
	

	
	
	
	総数
	初回治療
	再治療
	
	
	
	治療中

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　結核登録者情報システム
注1　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。

	【記載要領】　
(1)　結核登録者情報システムを参照のこと。
(2)　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。




第29-2表  結核登録患者数（活動性分類・受療状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年末現在
	
	総数
	活動性結核
	不活動性結核
	活動性不明
	潜在性
結核感染症
(別掲)

	
	
	総数
	肺結核活動性
	肺外結　核活動性
	
	
	

	
	
	
	総数

	登録時喀痰塗抹陽性
	登録時その他の結核菌陽性
	登録時菌陰性
その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	総数
	初回治療
	再治療
	
	
	
	
	
	治療中
	観察中

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　結核登録者情報システム
注1　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。
	【記載要領】　
(1)　結核登録者情報システムを参照のこと。
(2)　潜在性結核感染症は、結核感染が強く疑われ、かつ発病予防のために治療を要するとして届け出があったものの数を示す。


第30表  一般住民結核健診数　　　　　　　　　　　 　　　 　　　　　　　　              平成29年度
	
	対象者数

a
	間接
撮影者数

b
	直接
撮影者数

c
	受診率


(b+c)/a
	その他
の検査
	被発見者数
	患者発見率
(10万対)

d/ (b+c)

	
	
	
	
	
	
	結核患者

d
	結核発病のおそれがある者
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく結核定期健康診断月報

	【記載要領】　
(1)  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく健康診断予防接種月報を参照のこと。
(2)  受診率は、(0.0)と表示すること。
(3)  患者発見率は、間接・直接撮影者数の10万対比を(0.0)と表示すること。




第31表  結核予防（相談、訪問指導等）　    　　　　　　平成29年度
	



	相談
	訪問指導

	
	電話
	来所
	実人員
	延人員

	
	延人員
	延人員
	
	(再掲)
DOTS
	
	(再掲)
DOTS

	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　保健所のみの実績であり、市町村分は含まない。　

	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第32表  結核管理検診数 　　　　　　 　　　 　　　　　　　平成29年度
	
	対象者数

a
	受診者数

b
	受診率
(%)
b/a
	判　　定　　結　　果

	
	
	
	
	要医療者
	回復者
	登録除外
	合計

	
	
	
	
	
	
	
	


資料　結核関係事業実績報告
注1  札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は、各市調べによる。

	【記載要領】　
(1)　結核関係事業実績報告書を参照のこと。
(2)　判定結果は、年度内に数度実施した場合には最終結果で判定すること。
(3)　受診率は、(0.0)と表示すること。
(4)　市町村別は、記載する必要がないこと。




第33-1表  結核の接触者健康診断数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　      平成29年度
	



	対象者数

a
	受診者数

b
	受診率
(%)

b/a
	ツベルクリン反応検査
	BCG接種者数
	間接撮影者数

	直接撮影者数

	かくたん検査者数
	IGRA検査者数
	被発見者数

	
	
	
	
	被注射者数
	被判定者数
	陰性者数
	陽性者数
	
	
	
	
	
	結核
患者数
     
	潜在性
結核患
者
	結核発病のおそれがあると診断された者

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　結核関係事業実績報告 
注1　札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は各市調べによる。
    
	【記載要領】　
(1)  結核関係事業実績報告及び地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　定期外の「患者家族」「その他」の合計を計上する。
(3)　受診率は、(0.0)と表示すること。
(4)　判定結果は、3月31日現在の確定値を記入すること。



第33-2表　結核の接触者健康診断数（IGRA検査結果）    　　 平成29年度
	
	IGRA検査者数

	

	計
	陰性者数
	陽性者数
	判定保留
	判定不可

	
	
	
	
	
	


資料　結核関係事業実績報告 
注1　札幌市・函館市・小樽市・旭川市の数は各市調べによる。
 
	【記載要領】   
(1)　結核関係事業実績報告書を参照のこと。




4　感染症
第34-1表  予防接種（定期）接種者数 　　　　　　　　　　　         　　　                　　　平成29年度
	



	沈降精製百日せきジフテリア
破傷風混合ワクチン（DPT）　
	沈降ジフテリア破傷風混合
トキソイド（DT）
	不活化ポリオワクチン（IPV）

	
	第1期
	第1期
	第2期
	初回接種
	追加接種

	
	初　回　接　種
	追加接種
	初回接種
	追加接種
	
	
	

	
	第1回
	第2回
	第3回
	
	第1回
	第2回
	
	
	第1回
	第2回
	第3回
	

	

	個別
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	集団
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	



	沈降性百日せきジフテリア破傷風不活化ポリオ
混合ワクチン(DＰＴ－ＩＰＶ)
	日本脳炎
	ヒブワクチン

	
	第　1　期
	第1期
	第2期
	第1回
	第2回
	第3回
	第4回

	
	初回接種
	追加接種
	初回接種
	追加接種
	
	
	
	
	

	
	第1回
	第2回
	第3回
	
	第1回
	第2回
	
	
	
	
	
	

	

	個別
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	集団
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                                                       
	

	小児用肺炎球菌ワクチン
	子宮頸がん予防ワクチン
	水痘ワクチン
	B型肝炎ワクチン

	
	第1回
	第2回
	第3回
	第4回
	第1回
	第2回
	第3回
	第1回
	第2回
	第1回
	第2回
	第3回

	

	個別
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	集団
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	

	麻しん風しん混合ワクチン
	麻しんワクチン
	風しんワクチン
	BCG
ワクチン

	
	第1期
	第2期
	第1期
	第2期
	第1期
	第2期
	

	

	個別
	
	
	
	
	
	
	

	
	集団
	
	
	
	
	
	
	







資料　地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第34-2表  予防接種（定期）接種者数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	


	インフルエンザワクチン
	       成人用肺炎球菌ワクチン

	
	計
	60歳以上65歳未満
	65歳以上

	計
	60歳以上
65歳未満
	65歳相当
	70歳相当
	75歳相当
	80歳相当
	85歳相当
	90歳相当
	95歳相当
	100歳相当

	

	接種者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	対象者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。






第35-1表　感染症患者数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　平成29年
	







































	一類感染症
	二類感染症
	三類感染症
	四類感染症
(全数把握)
	五類感染症
(全数把握)
	新型インフルエンザ等
感染症

	
	エボラ出血熱
ｸﾘﾐｱ･ｺﾝｺﾞ出血熱
痘そう
南米出血熱
ペスト
マールブルグ病
ラッサ熱
	急性灰白髄炎
結核
ジフテリア
重症急性呼吸器症候群(※1)
中東呼吸器症候群(※2)
鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
(H5N1)
鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
(H7N9)
	コレラ
細菌性赤痢
腸管出血性大腸菌感染症
腸チフス
パラチフス
	E型肝炎
ｳｴｽﾄﾅｲﾙ熱(※3)
A型肝炎
エキノコックス症
黄熱
オウム病
オムスク出血熱
回帰熱
キャサヌル森林病
Q熱
狂犬病
ｺｸｼｼﾞｵｲﾃﾞｽ症
サル痘
ジカウイルス感染症
重症熱性血小板減少症候群(SFTS※4)
腎症候性出血熱
西部ウマ脳炎
ダニ媒介脳炎
炭疽
チクングニア熱
つつが虫病
デング熱
東部ウマ脳炎
鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
(H5N1及びH7N9を除く)
ﾆﾊﾟｳｲﾙｽ感染症
日本紅斑熱
日本脳炎
ﾊﾝﾀｳｲﾙｽ肺症候群
Bウイルス病
鼻疽
ブルセラ症
ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗｳﾏ脳炎
ﾍﾝﾄﾞﾗｳｲﾙｽ感染症
発しんチフス
ボツリヌス症
マラリア
野兎病
ライム病
ﾘｯｻｳｲﾙｽ感染症
リフトバレー熱
類鼻疽
レジオネラ症
レプトスピラ症
ロッキー山紅班熱
	アメーバ赤痢
ｳｲﾙｽ性肝炎 (※5)
ｶﾙﾊﾞﾍﾟﾈﾑ耐性腸内細菌科細菌感染症
急性脳炎 (※6)
ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ症
ｸﾛｲﾂﾌｪﾙﾄ･ﾔｺﾌﾞ病
劇症型溶血性ﾚﾝｻ球菌感染症
後天性免疫不全症候群
ジアルジア症
侵襲性インフルエンザ菌感染症
侵襲性髄膜炎菌感染症
侵襲性肺炎球菌感染症
水痘(汎発型)患者が入院を要すると認められる者に限る)
先天性風しん症候群
梅毒
播種性ｸﾘﾌﾟﾄｺｯｸｽ症
破傷風
ﾊﾞﾝｺﾏｲｼﾝ耐性黄色ﾌﾞﾄﾞｳ球菌感染症
ﾊﾞﾝｺﾏｲｼﾝ耐性腸球菌感染症
*風疹
*麻疹
薬剤耐性アシネトバクター感染症
	*新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
*再興型インフルエンザ



資料　感染症発生動向調査
※1　病原体がコロナウイルス属SARSコロナウイルスであるものに限る。
※2　病原体がベータコロナウイルスMERSコロナウイルスであるものに限る。
※3　ウエストナイル脳炎を含む。
※4　病原体がフレボウイルス属SFTSウイルスであるものに限る。
※5　E型肝炎及びA型肝炎を除く。
※6　ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎、ダニ媒介脳炎、東部ウマ脳炎、日本脳炎、ベネズエラウマ脳炎及びリフ　　　　トバレー熱を除く。
	【記載要領】　
(1)　感染症発生動向調査を参照のこと。
(2)　感染症法に基づく医師からの届出によること。
(3)　五類感染症（全数把握）の項目は、届出書に市町村名が記載されないので、保健所総数のみを記載すること。


第35-2表  エイズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 平成29年度
	
	相談件数
	訪問指導
	ＨＩＶ抗体検査のための採血件数
	陽性件数

	
	電話
	
	実人員
	延人員
	スクリーニング
検査
	確認検査
	

	
	
	来所
	(再掲)医療社会事業員が関与した件数
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
 
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。



第36表  エキノコックス症検診数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	


	一次検診
	二次検診
	要経過観察者

	
	受診者
a
	陽性疑陽性者
B
	陽性率 %
b/a
	受診者
	新規
	現在数

	
	
	
	
	
	
	


資料　エキノコックス症対策実施状況調査

	【記載要領】　
(1)  エキノコックス症対策実施状況調査を参照のこと。
(2)  陽性率は、(0.0)と表示すること。



第37表　エキノコックス症媒介動物剖検数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	
	きつね
	野ねずみ
	犬
	と畜
	その他

	
	剖検数
	虫体確認数
	剖検数
	虫体確認数
	剖検数
	虫体確認数
	虫体確認数
	累計虫体確認数
	剖検数
	虫体確認数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　エキノコックス症媒介動物疫学調査

	【記載要領】
(1)　エキノコックス症媒介動物疫学調査を参照のこと。




5　歯科保健
第38表  歯科保健（健診・保健指導）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　平成29年度
	            
         
            
         
	集団
	個別

	
	健診・保健指導延人員
(訪問によるものを除く)
	健診・保健指導延人員
(訪問によるものを除く)
	訪問による健診･保　健指導人員　　　　　

	
	妊産婦
	乳幼児
	その他
	計
	妊産婦
	乳幼児
	その他
	計
	実人員
	延人員

	


	実施数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	

	医療機関委託
(再掲)
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	



資料　地域保健・健康増進事業報告
 
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第39表  歯科保健（予防処置・治療）　　　　       　　　　　　　　　　　　　　 平成29年度
	         
  

	予防処置・治療延人員(訪問によるものを除く)
	訪問による予防処置･治療人員

	
	予　　防　　処　　置
	治療
	実人員
	延人員

	
	妊産婦
	乳幼児
	その他
	計
	
	
	

	 


	　実施数
	
	
	
	
	
	
	

	
	　

	医療機関委託
(再掲)
	

	

	

	

	

	

	



資料　地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。


6　医療給付
第40表　医療給付事業                            　 　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	


	重度心身障がい者医療給付事業
	ひとり親家庭等医療給付事業
	乳幼児等医療給付事業

	
	対象人員
	医療費計
	対象人員
	医療費計
	対象人員
	医療費計

	
	
	件数
	金額
	
	件数
	金額
	
	件数
	金額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  保健所集計
注1  金額は、千円未満切捨てとしているため、合計が必ずしも一致しないこと。

	【記載要領】　
(1)　重度心身障がい者医療給付事業
ア　北海道医療給付事業実績報告書に添付の重度心身障がい者医療給付事業精算書を参照のこと。
イ　「対象人員」は、上記精算書の「4対象人員及び件数調べ」の「対象人数」における人数について記載すること。　　　　　　　　　　
ウ　「医療費計」は、上記精算書の「2医療費明細書」の「計」における合計の件数及び金額について記載すること。
　　なお、金額については、千円単位(千円未満切捨て)で記載すること。
(2)　ひとり親家庭等医療給付事業
ア　北海道医療給付事業実績報告書に添付のひとり親家庭等医療給付事業精算書を参照のこと
イ　「対象人員」は、上記精算書の「4対象人員及び件数調べ」の「対象人数」における人数について記載すること。
ウ　「医療費計」は、上記精算書の「2医療費明細書」の「計」における合計の件数及び金額について記載すること。
　　なお、金額については、千円単位(千円未満切捨て)で記載すること。  
(3)　乳幼児等医療給付事業
ア　北海道医療給付事業実績報告書に添付の乳幼児等医療給付事業精算書を参照のこと。
イ　「対象人員」は、上記精算書の「4事務費明細書」の「対象児童数」における人数について記載すること。
ウ　「医療費計」は、上記精算書の「2医療費支出明細書」の「計」における合計の件数及び金額について記載すること。
　　なお、金額については、千円単位(千円未満切捨て)で記載すること。


　
　
第41表　小児医療等給付事業 　　  　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	
	自立支援医療（育成医療）※1
	未熟児養育医療
	結核児童療育給付
	小児慢性特定疾病対象疾患群　※2

	
	計
	肢体不自由
	視覚障害
	聴覚・平衡機能障害
	音声・言語・そしゃく機能障害
	心臓機能障害
	腎臓機能障害
	小腸機能障害
	肝臓機能障害
	その他内臓障害
	免疫機能障害
	
	
	計
	悪性新生物
	慢性腎疾患
	慢性呼吸器疾患
	慢性心疾患
	内分泌疾患
	膠原病
	糖尿病
	先天性代謝異常
	血液疾患
	免疫疾患
	神経・筋疾患
	慢性消化器疾患
	染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群
	皮膚疾患

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  保健所集計
※1　平成25年4月から、支給認定等の権限が全ての市町村へ移譲されたことから、平成24年度までと平成25年度で、一部集計方法が異なっている（平成24年度までは、指定都市及び中核市を除き、道が認定しており、この際には、「入院及び通院」として認定した場合には１件として計上していたが、平成25年度からは「入院1件、入院外1件」と、2件として計上されている。）。
※2　平成29年1月1日　児童福祉法の一部を改正する法律の施行により、小児慢性特定疾病の対象疾病が変更。
	【記載要領】　
(1)　小児慢性特定疾病医療費助成制度の件数については、小児慢性特定疾病業務支援システムから集計すること。
(2)　自立支援医療（育成医療）及び未熟児養育医療については、市町村へ権限委譲されているため、市町村に照会し記載すること。
(3)　年度内での新規交付数を計上すること。







7　成人保健
第42表  健康増進事業（個別健康教育）　　　　　　               　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	



	個別健康教育対象者(ア)
	個別健康教育対象者(イ)

	
	高血圧
	脂質異常症
	糖尿病
	喫煙
	高血圧
	脂質異常症
	 糖尿病

	
	教育を開始した者
	教育を終了した者
	教育を開始した者
	教育を終了した者
	教育を開始した者
	教育を終了した者
	教育を開始した者
	教育を終了した者
	教育を開始した者
	教育を終了した者
	教育を開始した者
	教育を終了した者
	教育を開始した者
	教育を終了した者

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  地域保健・健康増進事業報告
注1(ア)：特定健康診査及び健康増進法に基づく健康診査受診者のうち、検査結果から生活習慣病の発症予防等のため指導が必要な者で本年度中に指導を開始した実人員を教育内容別に計上すること。
(イ)：特定健康診査及び健康増進法に基づく健康診査受診者のうち、検査結果から生活習慣病の発症予防等のため個別健康教育等による指導が有効であると医師が認めた者で本年度中に指導を開始した実人員を教育内容別に計上すること。

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　個別健康教育は、上記(1)の実施状況の「個別健康教育対象査」の「市町村実施」及び「医療機関委託」の計を合計した数となること。


                                                                                                          

第43表  健康増進事業（集団健康教育）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度 
	



	集団健康教育

	
	一般
	歯周疾患
	ﾛｺﾓﾃｨﾌﾞｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ
(運動器症候群)
	慢性閉塞性肺疾患
(COPD)
	病態別
	薬

	
	開催回数
	参加延人員
	開催回数
	参加延人員
	開催回数
	参加延人員
	開催回数
	参加延人員
	開催回数
	参加延人員
	開催回数
	参加延人員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  地域保健・健康増進事業報告
   
	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。


  

第44表  健康増進事業（健康相談）　　　　 　　　　　       　　　　  　　　　　　　　　　　　　 平成29年度
	



	重点健康相談
	総合
健康相談

	
	高血圧
	脂質異常症
	糖尿病
	歯周疾患
	骨粗鬆症
	女性の健康
	病態別
	

	
	開催
回数
	被指導
延人員
	開催
回数
	被指導
延人員
	開催
回数
	被指導
延人員
	開催
回数
	被指導
延人員
	開催
回数
	被指導
延人員
	開催
回数
	被指導
延人員
	開催
回数
	被指導
延人員
	開催
回数
	被指導
延人員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  地域保健・健康増進事業報告
   
	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第45表  健康増進事業（健康診査）　　　　　　　　　　　 　    　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	




	受診者数 (年度中)
	保健指導区分別実人員
	内臓脂肪症候群

	
	健康診査
	訪問健康
診査
	介護家族訪問健康診査
	保健指導非対象者
	服薬中のため保健指導の対象から除外した者
	保健指導対象者
	予備軍
	該当者

	
	


	詳細な項目実施
(再掲)
	
	
	
	
	動機付け
支援
	積極的
支援
	
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料   地域保健・健康増進事業報告
注1　本表は、健康増進法施行規則第4条の2に基づく健康診査
　
	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。



第46-1表　健康増進事業（主な検査項目別の受診者数及び検査結果別人員）　　　　   　　　　　　　平成29年度
	





	血圧
	脂質異常
	糖尿病
	貧血(疑いを含む)
	肝疾患
	腎機能障害
	たばこ

	
	




	(再掲)
	




	(再掲)
	




	(再掲)
	
	(疑いを含む)
	うちｱﾙｺｰﾙ性 (疑いを含む)
 (再掲)
	(疑いを含む)
	血清
ｸﾚｻﾁﾆﾝ検査
(再掲)
	習慣的に吸っていない

	習慣的に吸っている

	
	
	高血圧症
個別健康教育対象者
(ｱ)
	高血圧症
個別健康教
育対象者
(ｲ)
	
	脂質異常個別健康教育対象者
(ｱ)
	脂質異常個別健康教育対象者
(ｲ)
	
	糖尿病
個別健康教
育対象者
(ｱ)
	糖尿病
個別健康教
育対象者
(ｲ)
	
	
	
	
	
	
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　(ア)：「健康増進事業実施要領」第2の3の(2)の③のアの(ア)に該当する者を計上すること。
    　(イ)：「健康増進事業実施要領」第2の3の(2)の③のアの(イ)に該当する者を計上すること。

	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第46-2表　健康増進事業（保健指導利用区分別延人員・利用実人員）　　　　  　　   　 　　　　　　平成29年度
	



	動機付け支援
	積極的支援

	
	年度内に全て終了
	年度を越えて保健
指導を行う場合
	利用
実人員
	年度内に
全て終了
	年度を越えて保健
指導を行う場合
	利用
実人員

	
	
	初回面談
	実績評価
	
	
	初回面談
	継続的支援
	実績評価
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第47表  健康増進事業（歯周疾患検診・骨粗鬆症検診） 　　　　　　　　　      　　　　 平成29年度
	


	歯　周　疾　患　検　診
	骨　粗　鬆　症　検　診

	
	受診者
	指導区分別実人員
	受診者
	指導区分別実人員

	
	男
	女
	要精検者
	要指導者
	異常を認めず
	
	要精検者
	要指導者
	異常を認めず

	
	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第48表  健康増進事業（訪問指導） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　　平成29年度
	



	要指導者等
	個別健康教育対象者
	閉じこもり
予防
	介護
家族者
	寝たきり者
	認知症の者
	その他

	
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	計
	口腔衛生導(再掲)
	栄養指導(再掲)
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】
(1)  地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。






第49表  健康増進事業（訪問指導従事者） 　　　　　　　　　　　　　　　 　　                 平成29年度
	


	従事者延人員

	
	医師
	保健師
	看護師
	管理栄養士
及び栄養士
	歯科衛生士
	その他

	
	
	
	
	
	
	


資料  地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】
(1)  地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第50-1表  健康増進事業（胃がん検診　受診状況）　　　                        　　　　            平成29年度
	

	対象
者数
	胃部エックス線検査
	胃内視鏡検査
	計
	2年連続受診者数（年度内）
	40～69歳の対象者数・受診者数・受診率

	
	
	受診者数(年度内)
	受診者数(年度内)
	受診者数(年度内)
	集団検診
	個別検診
	計
	対象者数
a
	受診者数
b
	受診率
(%)
b/a

	
	
	集団検診
	個別検診
	計
	集団検診
	個別検診
	計
	集団検診
	個別検診
	計
	
	
	
	
	
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき、40～69歳までとした。
	【記載要領】　
(1)  地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2) 「受診者数」の「集団検診」及び「個別検診」は、地域保健・健康増進事業報告の年齢区分ごとの「個別検診」及び「集団検診」の「計」をそれぞれ計上すること。　　　　　　　　　　　　     
(3) 「受診者数」の「計」の人数は、地域保健・健康増進事業報告の「検診回数」の「計」の数値を記入すること。
(4)  胃がん検診の考え方は、原則として2年に1回とするが、受診機会は毎年設けることから、受診率は次の計算式による。
受診率＝（前年度の受診者数＋今年度の受診者数）－2年連続受診者数）／（今年度の対象者数）×100
ただし受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」(平成24年6月8日閣議決定)に基づき40～69歳までとすること。




第50-2表  健康増進事業（胃がん検診 前年度精密検査の結果）　　　         　　　　　　　 　　　　平成29年度
	
	受診者数
(年度中)
	要精密検
査者数
(年度中)
	精密検査受診の有無別人員

	
	
	
	精密検査受診者         
	未受診
	未把握

	
	
	
	異常認めず
	
	がんの疑いのある者または未確定
	がん以外の疾患であった者
	
	

	
	
	
	
	がんであった者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	がんのうち早期がん
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	早期がんのうち粘膜内がん
	
	
	
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
   
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　各人数は、「個別検診」及び「集団検診」の合計を記入すること。
(3)　各人数は、年齢の計で検診回数の計の数を記入すること。









第51-1表  健康増進事業（肺がん検診　受診状況）　        　　　　　　　　　　　    　　　　平成29年度
	　　 


	
対象者

	胸部X線検査受診者                          　
	  40～69歳の対象者数・
受診者数・受診率

	
	
	                  
	左の内喀痰細胞診受診者
	

	
	
	集団検診
	個別検診
	計
	問診者数
	対象者数
a
	受診者数
b
	受診率(%)
b/a

	
	
	
	
	
	集団検診
	個別検診
	計
	
	
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき、40～69歳までとした。

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　「受診者数」の「集団検診」及び「個別検診」は、地域保健・健康増進事業報告の年齢区分ごとの「個別検診」及び「集団検診」の「計」をそれぞれ計上すること。 
(3)　「受診者数」の「計」の人数は、地域保健・健康増進事業報告の「検診回数」の「計」の数値を記入すること。
(4)　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」(平成24年6月8日閣議決定)に基づき40～69歳までとすること。




第51-2表  健康増進事業（肺がん（全て）検診　前年度精密検査の結果）　　　       　　　　　　　平成29年度
	
	受診者数
(年度中)
	要精密検査者数
(年度中)
	精密検査受診の有無別人員

	
	
	
	精密検査受診者         
	未受診
	未把握

	
	
	
	
	がんの疑いのある者または未確定
	がん以外の疾患であった者
	
	

	
	
	
	異常認めず
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	がんであった者
	うち臨床病期Ⅰ期
	
	
	
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
 
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　各人数は、検診方式で「全て」の数を記入すること。
(3)　各人数は、「個別検診」及び「集団検診」の合計を記入すること。
(4)　各人数は、年齢の計で検診回数の計の数を記入すること。




第52-1表  健康増進事業（大腸がん検診　受診状況）　　　　           　　　　　　　　平成29年度
	

	対象者数
	受診者数
	40～69歳の対象者数・受診者数・受診率

	
	
	集団検診
	個別検診
	計
	 対象者数
a
	受診者数
b
	受診率(%)
b/a

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき、40～69歳までとした。　

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　「受診者数」の「集団検診」及び「個別検診」は、地域保健・健康増進事業報告の年齢区分ごとの「個別検診」及び「集団検診」の「計」をそれぞれ計上すること。　　　　　　　　　　　　      
(3)　「受診者数」の「計」の人数は、地域保健・健康増進事業報告の「検診回数」の「計」の数値を記入すること。
(4)　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」(平成24年6月8日閣議決定)に基づき40～69歳までとすること。



第52-2表  健康増進事業（大腸がん検診　前年度精密検査の結果）　　　　     　　　　　　 　　　　平成29年度
	
	受診
者数
(年度中)
	要精密検査者数
(年度中)
	精密検査受診の有無別人員

	
	
	
	精密検査受診者         
	未受診
	未把握

	
	
	
	異常認めず
	
	がんの疑いのある者または未確定
	がん以外の疾患であった者
	
	

	
	
	
	
	がんで
あった者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	がんのうち早期がん
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	早期がんのうち粘膜内がん
	
	
	
	

	


	総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	男
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	女
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
   
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　各人数は、「個別検診」及び「集団検診」の合計を記入すること。
(3)　各人数は、年齢の計で検診回数の計の数を記入すること。



第53-1表  健康増進事業（子宮頸がん検診受診者）　      　　　　　　　平成29年度
	
	
	対象者数
	子宮頸がん

	
	
	
	受診者数
	左の内2年連続受診者数

	
	
	
	集団検診
	個別検診
	計
	集団検診
	個別検診
	計

	
	総数
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき20歳から69歳までとした。　

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　「受診者数」の「集団検診」及び「個別検診」は、地域保健・健康増進事業報告の年齢区分ごとの「個別検診」及び「集団検診」の「計」をそれぞれ計上すること。
(3)　「受診者数」の「計」の人数は、地域保健・健康増進事業報告の「検診回数」の「計」の数値を記入すること。           




第53-2表　健康増進事業（子宮頸がん健診受診率）　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	

	                     子宮頸がん検診

	
	対象者数
a
	当該年度受診者数
b
	前年度受診者数
c
	2年連続受診者数
d
	受診率(%)
b+c-d/a

	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき20歳から69歳までとした。　					
注2　受診率(%)は計数が不詳の市町村を除いた値である。
					
	【記載要領】 
(1)　子宮がん検診の考え方は、原則として2年に1回とするが、受診機会は毎年設けることから、受診率は次の計算式による。        
受診率＝（前年度の受診者数＋今年度の受診者数）－2年連続受診者数）／（今年度の対象者数）×100
     
ただし受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき20～69歳までとすること。






第53-3表  健康増進事業（子宮頸がん検診 前年度精密検査の結果）
	

	受診者数
（年度中）
	初回検体の適正・不適正
	細胞診の判定人数
	要精密検査者数
（年度中）

	
	
	適正
	不適正
	精検不要
	要精検(1)
	要精検(2)
	判定不能
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                    　　                                    　　　平成29年度
	精密検査受診の有無別人員

	精密検査受診者                                                  
	未受診
	未把握

	異常認めず
	
	CIN3またはAISであった者
	CIN2であった者
	CIN1であった者
	腺異形成であった者
	がんの疑いのある者または未確定
	がん及びCIN等以外の疾患であった者
	
	

	
	がんであった者
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	がんのうち
微小浸潤がん
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。



第54-1表  健康増進事業（乳がん検診受診者）　　          　　　　　　平成29年度
	
	
	対象者数
	受診者数

	
	
	
	
	2年連続受診者数

	
	
	
	集団検診
	個別検診
	計
	集団検診
	個別検診
	計

	
	 総数   
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
   
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　「受診者数」の「集団検診」及び「個別検診」は、地域保健・健康増進事業報告の年齢区分ごとの「個別検診」及び「集団検診」の「計」をそれぞれ計上すること。
(3)　「受診者数」の「計」の人数は、地域保健・健康増進事業報告の「検診回数」の「計」の数値を記入すること。            




第54-2表　健康増進事業（乳がん検診受診率）　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	

	乳がん検診

	
	対象者数
a
	当該年度受診者数
(マンモグラフィ)
b
	前年度
受診者数
c
	2年連続
受診者数
d
	受診率(%)
b+c-d/a

	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
注1　受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき、40～69歳までとした。
注2　受診率(%)は計数が不詳の市町村を除いた値である。

	【記載要領】　
(1)　乳がん検診の考え方は、原則として2年に1回とするが、受診機会は毎年設けることから、受診率は次の計算式による。
            
受診率＝（前年度の受診者数＋今年度の受診者数）－2年連続受診者数)／（今年度の対象者数）×100
    　
ただし受診率の算定対象年齢を、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月8日閣議決定）に基づき40～69歳までとすること。




第54-3表  健康増進事業（乳がん検診　前年度精密検査の結果）
	
	受診者数
（年度中）
	判定不能
	マンモグラフィの判定別人数

	
	
	カテゴリー
N－1
	カテゴリー
N－2
	カテゴリー1
	カテゴリー2
	カテゴリー3
	カテゴリー4
	カテゴリー5

	
	
	
	
	
	
	
	
	







                                                                               　　　　　　    　平成29年度
	要精密
検査者数
 (年度中)
	精密検査受診の有無別人数

	
	精密検査受診者         
	未受診
	未把握

	
	異常認めず
	
	がんの疑いのある者または未確定
	がん以外の疾患であった者
	
	

	
	
	がんであった者
	
	
	
	
	

	
	
	
	がんのうち早期がん
	早期がんのうち非浸潤がん

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告
  
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　各人数は、検診方式で「マンモグラフィー」の数を記入すること。
(3)　各人数は、「個別検診」及び「集団検診」の合計を記入すること。
(4)　各人数は、年齢の計で検診回数の計の数を記入すること。


                                                                                                          
第55-1表  健康増進事業（肝炎ウイルス検診）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度  
	





	40歳検診
	40歳検診以外の対象者への検診

	
	受診者数
(年度中)
	B型肝炎ウイルス検診
	C型肝炎ウイルス検診
	受診者数
	B型肝炎
ウイルス検診
	C型肝炎ウイルス検診

	
	B型
	C型
	陽性
	陰性
	判定①
	判定②
	判定③
	判定④
	判定⑤
	計
	B型
	C型
	陽性
	陰性
	判定①
	判定②
	判定③
	判定④
	判定⑤
	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告                                                                       

	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




第55-2表  健康増進事業（肝炎ウイルスに関する健康教育及び健康相談の実施）
平成29年度 
	

	健康教育
	健康相談

	
	開催回数
	参加延人数
	開催回数
	参加延人数

	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。



8　特定疾患
  第56－1～3表  特定医療費受給者数(国)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　平成29年度末現在
	
	 総数
	疾患名

	
	
	1球脊髄性筋萎縮症､2筋萎縮性側索硬化症､3脊髄性筋萎縮症、4原発性側索硬化症、5進行性核上麻痺、6ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病、7大脳皮質基底核変性症､8ﾊﾝﾁﾝﾄﾝ病､9神経有棘赤血球症､10ｼｬﾙｺｰ・ﾏﾘｰ・トｩｰｽ病、11重症筋無力症　12先天性筋無力症候群、13多発性硬化症/視神経脊髄炎、14慢性炎症性脱髄性多発神経炎/多巣性運動ﾆｭｰﾛﾊﾟﾁｰ、15封入体筋炎、16ｸﾛｳ・深瀬症候群、
　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
297ｱﾗｼﾞｰﾙ症候群、298遺伝性膵炎、299膿疱性線維症、300 IgG4関連疾患、301黄斑ｼﾞｽﾄﾛﾌｨー、302ﾚｰﾍﾞﾙ遺伝性視神経症、303ｱｯｼｬｰ症候群、304若年発症型両側性感音難聴、305遅発性ﾘﾝﾊﾟ水腫306好酸球性副鼻腔炎


資料　保健所集計

	【記載要領】　
(1)　特定医療費受給者数は、年度末現在の受給者証所持者数を記載すること。
(2)　後縦靱帯骨化症は、北海道の特例分を除くこと。
(3)　特定医療費（指定難病）業務支援システムから集計すること。



第57-1表  特定疾患治療研究費受給者数（北海道）　　　　　　　　　　　　　    　　　　　平成29年度末現在
	
	総数
	疾患名

	
	
	1ｼｪｰｸﾞﾚﾝ症候群*、2自己免疫性溶血性貧血*、3先天性副腎皮質酸素欠損症*、4ｱｼﾞｿﾝ病*、5自己免疫性肝炎*、6突発性難聴、7ｽﾃﾛｲﾄﾞﾎﾙﾓﾝ産生異常症、8難治性肝炎、9後縦靱帯骨化症(特例) *、10特発性間質性肺炎
11肥大型心筋症、12原発性硬化性胆管炎*、13ｳｲﾙｿﾝ病*、14胆道閉鎖症*、15溶血性貧血、16発作性夜間ヘモグロビン尿症

	
	
	


資料　保健所集計
注1　*の疾病は、指定難病に該当する疾病であるが、平成27年12月31日までに特定疾患治療研究事業の対象患者と認定を受けていた者で、特定医療費(指定難病)の支給認定基準を満たさない場合、一定条件のもと道指定特定疾患医療受給者証の交付を行っているもの														
	【記載要領】　
(1)　特定疾患治療研究費受給者数は、年度末現在の受給者証所持者数を記載すること。
(2)　後縦靱帯骨化症は、北海道の特例分のみを記載すること。
(3)　特定医療費(指定難病)業務支援システムから集計すること。




第57-2表  特定疾患治療研究費受給者数（国） 　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　平成29年度末現在
	
	総数
	疾　　　　　　　患　　　　　　　名

	
	
	1ﾌﾟﾘｵﾝ病(特例)、2重症急性膵炎、3難治性肝炎のうち劇症肝炎、4ｽﾓﾝ

	
	
	


資料　保健所集計

	【記載要領】　
(1)　特定疾患治療研究費受給者数は、年度末現在の受給者証所持者数を記載すること。
(2)　特定医療費(指定難病)業務支援システムから集計すること。



第57-3表  ウイルス性肝炎進行防止対策医療受給者数（国・北海道）・橋本病重症患者対策医療受給者数（北海道）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度末現在
	
	総数
	疾　　　　　　　患　　　　　　　名

	
	
	1
	2
	3

	
	
	ウイルス性肝炎(B・C型)(国)
	ウイルス性肝炎(B・C型)(北海道)
	橋本病

	
	
	
	
	


資料　保健所集計

	【記載要領】　
(1)　医療受給者数は、年度末現在の受給者証所持者数を記載すること。
(2)　各保健所の受給者台帳から集計すること。



9　精神保健                                                                　　
第58-1表　保健所把握精神障害者数（入院病類別） 　　　　　　　　　　　　　    　　　　　平成29年度末現在
	
	総数
	F0
	F1
	F2
	F3
	F4
	F5
	F6
	F7
	F8
	F9
	G
	

	
	合計
	率
人口千対
	脳器質性精神障害
	精神作用物質による精神
及び行動の障害
	統合失調症
	気分(感情)障害
	神経症性障害
	生理的障害及び身体的要因の行動症候群
	成人の人格及び行動の障害
	知的障害
	心理的発達の障害
	小児期及び青年期の行動及び情緒障害、特定不能の精神障害
	てんかん
	その他

	
	
	
	F00
	F01
	その他
	小計
	F10
	F15
	その他
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	アルツハイマー病の認知症
	血管性認知症
	
	
	アルコール使用
	覚せい剤使用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　北海道保健所把握精神障害者状況調査
注1  「率　人口千対」は、平成30年3月末現在住民基本台帳人口を用いた。


	【記載要領】　
(1)　北海道保健所把握精神障害者状況調査を参照のこと。


第58-2表　保健所把握精神障害者数（通院病類別）　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度末現在
	
	総数
	F0
	F1
	F2
	F3
	F4
	F5
	F6
	F7
	F8
	F9
	G
	

	
	合計
	率
人口千対
	脳器質性精神障害
	精神作用物質による精神
及び行動の障害
	統合失調症
	気分(感情)障害
	神経症性障害
	生理的障害及び身体的要因の行動症候群
	成人の人格及び行動の障害
	知的障害
	心理的発達の障害
	小児期及び青年期の行動及び情緒障害、特定不能の精神障害
	てんかん
	その他

	
	
	
	F00
	F01
	その他
	小計
	F10
	F15
	その他
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	アルツハイマー病の認知症
	血管性認知症
	
	
	アルコール使用
	覚せい剤使用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　北海道保健所把握精神障害者状況調査
注1  「率　人口千対」は、平成30年3月末現在住民基本台帳人口を用いた。

	【記載要領】　
(1)　北海道保健所把握精神障害者状況調査を参照のこと。



第58-3表　保健所把握精神障害者数（その他病類別） 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 平成29年末現在
	
	総数
	F0
	F1
	F2
	F3
	F4
	F5
	F6
	F7
	F8
	F9
	G
	

	
	合計
	率
人口千対
	脳器質性精神障害
	精神作用物質による精神
及び行動の障害
	統合失調症
	気分(感情)障害
	神経症性障害
	生理的障害及び身体的要因の行動症候群
	成人の人格及び行動の障害
	知的障害
	心理的発達の障害
	小児期及び青年期の行動及び情緒障害、特定不能の精神障害
	てんかん
	その他

	
	
	
	F00
	F01
	その他
	小計
	F10
	F15
	その他
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	アルツハイマー病の認知症
	血管性認知症
	
	
	アルコール使用
	覚せい剤使用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　北海道保健所把握精神障害者状況調査
注1   「率　人口千対」は、平成30年3月末現在住民基本台帳人口を用いた。

	【記載要領】
　(1)　北海道保健所把握精神障害者状況調査を参照のこと。



第59表　保健所把握精神障害者数（新規） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	
	総数
	F0
	F1
	F2
	F3
	F4
	F5
	F6
	F7
	F8
	F9
	G
	

	
	合計
	率
人口千対
	脳器質性精神障害
	精神作用物質による精神
及び行動の障害
	統合失調症
	気分(感情)障害
	神経症性障害
	生理的障害及び身体的要因の行動症候群
	成人の人格及び行動の障害
	知的障害
	心理的発達の障害
	小児期及び青年期の行動及び情緒障害、特定不能の精神障害
	てんかん
	その他

	
	
	
	F00
	F01
	その他
	小計
	F10
	F15
	その他
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	アルツハイマー病の認知症
	血管性認知症
	
	
	アルコール使用
	覚せい剤使用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　北海道保健所把握精神障害者状況調査
注1   「率　人口千対」は、平成30年3月末現在住民基本台帳人口を用いた。

	【記載要領】　
(1)　北海道保健所把握精神障害者状況調査を参照のこと。








第60表　保健所把握精神障害者数（受療別） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　平成29年度
	


	入　　　　　　　院
	通　　　　　　院
	その他
	合計

	
	措置入院
	医療保護入院
	その他の入院
	小計
	自立支援医療による通院
	その他の通院
	小計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　北海道保健所把握精神障害者状況調査

	【記載要領】
(1)　北海道保健所把握精神障害者状況調査を参照のこと。




第61-1表  精神保健事業（相談等）                  　       
                                                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	





	
	相談
	デイ・ケア

	
	実人員
	延人員
	実人員
	延人員　

	
	
	老人精神保健
	社会復帰
	アルコール
	薬物
	ギャンブル
	思春期
	心の健康づくり
	摂食障害
	てんかん
	その他
	　計
	（再掲）
	
	
	ひきこもりの再掲

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	ひきこもり 
	自殺関連
	犯罪
被害
	災害
	高次脳機能障害※1
	発達
障害
※2
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	自死遺族
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	





	
	訪問指導

	
	実人員
	延人員

	
	
	老人精神保健
	社会復帰
	アルコール
	薬物
	ギャンブル
	思春期
	心の健康づくり
	摂食障害
	てんかん
	その他
	　計
	（再掲）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	ひきこもり 
	自殺関連
	犯罪
被害
	災害
	高次脳機能障害※1
	発達
障害
※2

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	自死遺族
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告　※1、2　保健所集計

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。



第61-2表  精神保健事業（電話相談等）            　　　　　　　　　　　　　　　
平成29年度
	
	電話による相談

	
	延人員

	
	老人精神保健
	社会復帰
	アルコール
	薬物
	ギャンブル
	思春期
	心の健康づくり
	摂食障害
	てんかん
	その他
	　計
	（再掲）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	ひきこもり 
	自殺関連
	犯罪
被害
	災害
	高次脳機能障害※1
	発達
障害
※2

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	自死遺族
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


平成29年度
	
	電子メールによる相談

	
	延人員

	
	老人精神保健
	社会復帰
	アルコール
	薬物
	ギャンブル
	思春期
	心の健康づくり
	摂食障害
	てんかん
	その他
	　計
	（再掲）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	ひきこもり 
	自殺関連
	犯罪
被害
	災害
	高次脳機能障害※1
	発達
障害
※2

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	自死遺族
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告　※1、2　保健所集計
  
	【記載要領】
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。






第61-3表  精神保健事業(普及啓発等)                                          　   　　　　　　　平成29年度
	

	 　　          普及啓発
	職親事業
	精神障害者保健福祉手帳

	
	精神障害者(家族)に対する教室等
	地域住民と精神障害者との地域交流
	委託事業者数
	訓練者数
	訓練延日数
	手帳所持者数
	新規交付数

	
	
	
	
	
	
	1級
	2級
	3級
	1級
	2級
	3級

	
	
	うつ病に関する教室等(再掲)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	開催回数
	延人員
	開催回数
	延人員
	開催回数
	延人員
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告、保健所集計
  
	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　職親事業は、「保健所活動」欄に記載し、市町村別の記載を必要としないこと。




10　保健師活動
第62表　保健師家庭訪問数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　
	
	訪問総件数
	感染症
	結核
	精神障害
	心身障害
	生活習慣病
	特定疾患
	その他の疾患
	妊産婦
	乳児
	幼児

	
	
	
	
	
	39才
以下
	40～64才
	65才
以上
	
	
	
	
	
	障害児
(再掲)
	未熟児
(再掲)
	
	障害児
(再渇)

	
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


平成29年度
	家族計画 
	災害対策
	その他

	実数
	延数
	実数
	延数
	実数
	延数

	
	
	
	
	
	


資料　公衆衛生看護活動実施状況報告
注1　報告書の数値は、市町村が隔年で保健所は毎年となっているが、市町村に併せて奇数年のデータで記載すること。

	【記載要領】　
(1)　公衆衛生看護活動実施状況報告を参照のこと。
(2)　上記(1)の調査未実施年は前回調査数を用いること。



第63表  保健師業務別割合 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　平成29年度
	



	総稼働量
(単位)
※
	勤務総時間に対する割合　(%)

	
	
	地区管理
	保健福祉事業
	コーディネイト
	教育･研修
	業務管理
	業務連絡･事務
	研修参加
	その他

	
	
	調査研究
	地区管理
	家庭訪問
	保健指導
	健康相談
	健康診査
	健康教育
	ﾃﾞｲｹｱ
	機能訓練
	地区組織活動
	予防接種
	その他
	個別
	地域
	研修企画
	実習指導
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	会議
	会議以外
	会議
	会議以外
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　公衆衛生看護活動実施状況報告
※　4時間を1単位、1日を2単位とする。
注1　報告書の数値は、市町村が隔年で保健所は毎年となっているが、市町村に併せて奇数年のデータで記載すること。

	【記載要領】
(1)　公衆衛生看護活動実施状況報告を参照のこと。
(2)　上記(1)の調査未実施年は、前回調査数を用いること。
(3)　勤務総時間に対する割合(%)は、(0.0)と表示すること。














第3章  医療と薬事

1　医療
第64表  保健医療施設数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　平成29年10月1日現在
	
	病院
	診療所(歯科診療所を除く
	救急告示医療施設
	療養病床
	歯科診療所
	歯科技工所
	助産所
	施術所
	市町村保健センター及び同様の機能を持つセンター
	衛生検査所

	
	計
	国
	公的医療機関
	医療法人
	その他の法人
	個人
	その他
	計
	国
	公的医療機関
	医療法人
	その他の法人
	個人
	その他
	
	病院
	診療所(一般)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	道市町村
	その他
	
	
	
	
	
	
	道市町村
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計、医療施設調査
注1  全道の数のうち、歯科技工所・施術所・市町村保健センター（類似施設欄含む）各欄は、札幌市を除く。

	【記載要領】　
(1)　各保健所に整理されている保健医療施設台帳から集計すること。
(2)　診療所の施設数には、保健所・市町村保健センターを含めないこと。




第65表  医療施設数・病床数（人口10万対）　 　　　　　　　　　　　　　　　　    　平成29年10月1日現在
	




	病院
	診療所

	
	施設数

	病床数
	一般
	歯科

	
	
	計
	一般病床
	療養病床
	精神病床
	結核病床
	感染症病床
	施設数
	一般病床数
	療養病床数
	

	
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計、医療施設調査

	【記載要領】　
(1)　各保健所に整理されている保健医療施設台帳から集計すること。なお、病床数は医療法第27条に基づく使用許可済みの数とすること。
(2)　人口10万対は、(0.0)と表示すること。




第66-1表  保健医療従事者数（人口10万対）
	

	医師
	歯科医師
	薬剤師
	歯科衛生士
	歯科技工士
	保健師
	助産師

	
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




平成29年末現在
	看護師
	准看護師

	実数
	人口10万対
	実数
	人口10万対

	
	
	
	


資料　医師・歯科医師・薬剤師調査、看護師等業務従事者届、衛生行政報告例

	【記載要領】  
(1)　医師、歯科医師、薬剤師は、医師・歯科医師・薬剤師調査を参照のこと。
(2)　歯科衛生士、歯科技工士、保健師、助産師、看護師、准看護師は、看護師等業務従事者届を参照のこと。
(3)　上記の調査等未実施年は、前回調査数を用いること。
(4)　人口10万対は、(0.0)と表示すること。


 



  
第66-2表  職員配置状況（保健所・地域保健事業に関わる部署）
	


	


	医師

	歯科医師

	獣医
師

	薬剤
師

	保健
師

	助産
師

	看護
師

	准看
護師

	理学療
法士
	作業
療法
士
	歯科
衛生
士
	診療放
射線技
師
	診療ｴ
ｯｸｽ線
技師
	臨床
検査
技師
	衛生
検査
技師

	



	常勤
(実人員)
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	 


	
	非常勤
(延人員)
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	 



平成29年度
	管理栄養士
	栄養士
	その他
	計
	(再掲)

	
	
	
	
	精神保健福祉士
	精神保健福祉相談員
	栄養指
導員
	食品衛
生監視員
	環境衛生
監視員
	医療監
視員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。
(2)　保健所の職員は保健所分の枠に入れ、保健所と市町村の合わせた数字を二次医療圏の数字とする。




第67表  保健所把握医療機関従事者数（人口10万対）
	

	　　栄養士
	　管理栄養士
	診療放射線X線技師
	臨床･衛生検査技師
	理学療法士
	作業療法士

	
	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                        　　　　 平成29年
	視能訓練士
	臨床工学技士
	義肢装具士
	言語聴覚士

	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対
	常勤換算数
	人口10万対

	
	
	
	
	
	
	
	


資料　病院報告
注1  平成15年度から診療所（助産所）運営状況報告が廃止されたため、病院のみの従事者数である。
注2  栄養士・管理栄養士については、有する免許の種類によりそれぞれ計上することとした。
   
	【記載要領】  
(1)　病院報告（従事者票）を参照のこと。
(2)　人口10万対は、(0.0)と表示すること。




2　薬事
第68表  医薬品等取扱業者数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度末現在
	

	薬局
	医薬品販売業
	医療機器販売業
	医療機器貸与業
	毒物劇物販売業

	
	
	店舗
	配置
	卸売
	 旧薬種商
	特例1種
	特例2種
	高度管理
	管理
	高度管理
	管理
	一般
	農業用品目
	特定品目

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　薬局等の施設数調査

	【記載要領】
(1)　薬局等の施設数調査を参照すること。




第69表　献血者数　　　　　　　　　　　　　　　   　　　平成29年度
	

	献血者数
	換算献血数　※

	
	計
	200ml
	400ml
	成　　分
	

	
	
	
	
	
	


資料　北海道赤十字血液センター調べ　※　換算献血数：200ml＋400ml×2＋成分

	【記載要領】
(1)　北海道ブロック血液センター発行の「事業概要」を参照のこと。


3  介護保険
第70表　介護保険（施設数、実地指導数）　　　　　　　　　　　平成29年度末現在
	

	介護老人保健施設
	介護療養型医療施設

	
	施設数
	入所定員
	実地指導数
	施設数
	指定病床数
	実地指導数

	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計


第4章　生活環境 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　    
                                                                                                           
1　環境衛生
第71表　環境衛生（施設数）
	
	合計
	旅館
	興行場
	公衆浴場
	理容所
	美容所
	ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
	ｺｲﾝﾗ
ﾝﾄﾞﾘｰ

	
	
	計
	ホテル
	旅館
	簡易宿所
	下宿
	
	計
	普通
	福利厚生
	その他
	
	
	ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ所
	無店舗取次店
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	取次所(再掲)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                        　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度末現在
	温泉
	特定建築物
	建築物衛生登録業者
	プール
	化製場等施設

	源泉
	利用許可
	
	
	
	計
	化製場
	死亡獣畜取扱場
	準用施設

	自噴
	動力
	浴用
	飲用
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計
注1　「コインランドリー」は、「コインオペレーションクリーニング」を示す。

	【記載要領】　
(1)　保健所集計によること。
(2)　温泉利用は許可件数を記載すること。




第72表  環境衛生（監視数）
	
	合計
	旅館
	興行場
	公衆浴場
	理容所
	美容所
	ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
	ｺｲﾝﾗ
ﾝﾄﾞﾘｰ

	
	
	計
	ホテル
	旅館
	簡易宿所
	下宿
	
	計
	普通
	福利厚生
	その他
	
	
	ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ所
	無店舗取次店
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	取次所(再掲)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                                                    　　　　　　　　　　　　平成29年度末現在
	温泉
	特定建築物
	建築物衛生登録業者
	プール
	化製場等施設
	墓地
	火葬場
	納骨堂

	源泉
	利用許可施設
	
	
	
	  計
	化製場
	死亡獣畜取扱場
	準用施設
	
	
	

	自噴
	動力
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計
注1　「コインランドリー」は、「コインオペレーションクリーニング」を示す。

	【記載要領】
(1)　保健所集計によること。



2　食品衛生

第73表　食品衛生（施設数）                                                          
	
	合計
	食品衛生法の許可を要する営業

	
	
	飲食店
	喫茶店
	菓子製造業
	氷雪製造業
	氷雪販売業
	清涼飲料水製造業
	かん詰･びん詰食品製造業
	みそ製造業
	醤油製造業
	ソース類製造業
	酒類製造業
	あん類製造業
	豆腐製造業
	納豆製造業
	めん類製造業
	そうざい製造業
	食用油脂製造業
	添加物製造業
	食品の放射線照射業
	乳処理業
	特別牛乳さく取処理業
	乳製品製造業
	アイスクリーム類製造業
	集乳業
	乳類販売業
	ﾏｰｶﾞﾘﾝ･ｼｮｰﾄﾆﾝｸﾞ製造業
	乳酸菌飲料製造業
	食肉処理業
	食肉製品製造業
	食肉販売業
	魚介類販売業

	道内一円
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	管内一円
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


                                   　　　　　　　平成29年度
	
	条例の許可または登録を要する営業

	魚介類せり売営業
	魚肉ねり製品製造業
	食品の冷凍又は冷蔵業
	小計
	製造業
	食品販売業
	行商
	かき処理業
	小計

	
	
	
	
	水産加工品製造業
	その他の製造業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計
注1　「管内一円」は、「行商」、「臨時営業(5年)」、「道内一円」は、「自動車営業」の許可等件数を計上すること。

	【記載要領】
(1)　保健所集計によること。
(2)　「管内一円」は、「行商」、「臨時営業(5年)」、「道内一円」は、「自動車営業」の許可等件数を計上すること。




第74表  食品衛生(監視数)
	
	合計
	食品衛生法の許可を要する営業

	
	
	飲食店
	喫茶店
	菓子製造業
	氷雪製造業
	氷雪販売業
	清涼飲料水製造業
	かん詰･びん詰食品製造業
	みそ製造業
	醤油製造業
	ソース類製造業
	酒類製造業
	あん類製造業
	豆腐製造業
	納豆製造業
	めん類製造業
	そうざい製造業
	食用油脂製造業
	添加物製造業
	食品の放射線照射業
	乳処理業
	特別牛乳さく取処理業
	乳製品製造業
	アイスクリーム類製造業
	集乳業
	乳類販売業
	ﾏｰｶﾞﾘﾝ･ｼｮｰﾄﾆﾝｸﾞ製造業
	乳酸菌飲料製造業
	食肉処理業
	食肉製品製造業
	食肉販売業
	魚介類販売業

	道内一円
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	管内一円
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


平成29年度末現在
	
	条例の許可または登録を要する営業
	その他の許可を要しない営業

	魚介類せり売営業
	魚肉ねり製品製造業
	食品の冷凍又は冷蔵業
	小計
	製造業
	食品販売業
	行商
	かき処理業
	小計
	給食施設
	その他
	小計

	
	
	
	
	水産加工品製造業
	その他の製造業
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計

	【記載要領】　
(1)　保健所集計によること。
(2)　「その他の許可を要しない営業」の「給食施設」欄は、学校、病院・診療所及びその他給食設を、「その他」欄は、乳さく取業、食品又は添加物製造業・加工業・販売業、器具・容器包装及びおもちゃの製造業・販売業等、食品衛生法による監視又は指導の対象となるが、許可を要しない施設を計上すること。











第75表　食品等収去検査数
	
	魚
介
類
	魚介類加工品
(かん詰め･びん詰めを除く)
	冷凍食品
	肉卵類及びその加工品　
（かん詰・びん詰を除く）
	穀類及びその加工品
（かん詰・びん詰を除く）
	野菜類・果物及びその加工品
（かん詰・びん詰を除く）
品く  )
	菓子類
	氷菓
	清涼飲料水
	酒精飲料
	氷雪
	水
	かん詰め・びん詰め食品
	その他の食品
	添加物及びその製剤
	器具及び容器包装
	おもちゃ

	
	
	いくら・すじこ
	たらこ
	かずのこ
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	収去検体総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	細菌
	試験件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	不適件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	理化学

	試験件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	不適件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


平成29年度
	





	   乳　等　の　種　類
	輸入食品
	計

	
	  乳
	乳製品
	乳等を主原料とする食品
	輸入食品
	農産物
	農産物加工品
	食肉・水産加工品
	その他
	

	
	生乳
乳
	牛乳
	特別牛乳
	低脂肪乳
	成分調整牛乳
	加工乳
	その他
	クリーム
	バター
	チーズ
	ｱｲｽｸﾘｰﾑ類
	はっ酵乳
	乳飲料
	全粉乳
	脱脂肪乳
	ホエイパウダー
	乳酸菌飲料
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	収去検体総数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	細菌
	試験件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	不適件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	理化学
	試験件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	不適件数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料  食品衛生関係二半期報

	【記載要領】　
(1)　食品衛生関係二半期報を参照のこと。
(2)　上記(1)のうち、細菌及び理化学検査に該当しないものを除くこと。
(3)　収去検査数は、他保健所等へ依頼した検査数も計上すること。
(4)　不適件数とは、違反検体数と不良検体数とする。



3  狂犬病予防
第76表  狂犬病予防及び野犬掃とう数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	


	登録
頭数
	新登
録頭
数
	消除
頭数

	予防注射済票交付頭数
	狂犬病予防対策
	畜犬・野犬対策

	
	
	
	
	
	捕獲

	抑留

	返還

	処分

	けい留除
外許可
	加害畜犬届出
	行政
処分
	野犬掃とう

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	延日数
	頭数
	 犬の引取

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　狂犬病予防四半期報等
注1　「処分」は、譲渡を含む。

	【記載要領】　
(1)　狂犬病予防四半期報等を参照のこと。
(2)　「狂犬病予防対策」欄は、保健所が実施する「捕獲」、「抑留」、「返還」及び「処分」数を計上すること。なお、「抑留」は、動物愛護法の「引き取り」を除くこと。
(3)　「畜犬・野犬対策」欄は、市町村が実施する「けい留除外許可」、「加害畜犬届出」、「行政処分」及び「野犬掃とう」数を計上すること。








第5章　衛生教育等
[bookmark: _GoBack]
1　衛生教育
第77表　衛生教育
	
	感染症
	精神
	難病
	母子
	成人･老人
	栄養･健康増進
	歯科
	医事
･薬事
	食品
	環境

	
	
	エイズ(再掲)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  　　　　　　　　　　     　 　 平成29年度
	その他
	計

	
	
	地区組織活動(再掲)
	健康危機管理(再掲)

	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員
	回数
	延人員

	
	
	
	
	
	
	
	


資料　地域保健・健康増進事業報告　　

	【記載要領】　
(1)　地域保健・健康増進事業報告を参照のこと。




2　試験検査
  第78表　臨床検査数                                      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度
	
	総数
	依頼検査
	行政検査
	食中毒検査※

	
	
	細菌検査(便)    
	免疫学検査
	その他
	細菌検査(便・吐物)
	結核菌検査
	免疫学検査
	その他
	細菌
	理化学

	
	
	分離同定
	寄生虫卵塗抹検査
	HIV抗体
	HBs抗原
	HCV抗体
	
	     分離同定
	塗抹 
	培養
	HIV抗体
	HBs抗原
	HCV抗体
	ノロウイルス
	ロタウイルス及びアデノウイルス
	
	
	

	
	
	赤痢菌
	コレラ菌
	パラチフス菌
	腸チフス菌
	腸管出血性大腸菌
	食中毒菌等
	
	
	
	
	
	赤痢菌
	コレラ菌
	パラチ
フス菌
	腸チフス菌
	腸管出血性大腸菌
	食中毒菌等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所試験検査実施状況調
※   食品、ふき取り等で実施した検査件数で人体由来に基づくものは含まない。
注1　札幌市の数は札幌市衛生研究所、函館市・小樽市・旭川市の数は各市調べによる。 

	【記載要領】　
(1)　保健所試験検査実施状況調を参照のこと。なお、項目にない検査については、すべてその他に計上すること。
(2)　他保健所への依頼分は、計上しないこと。




第79表　生活環境検査数                                                 　　　　　　
	
	依頼検査
	　　行政検査

	
	水質検査
	食品検査
	室内空気捕集
	その他
	水質検査
	公衆浴場水検査(原湯・浴槽水)
	遊泳用水(プール水)

	
	一般細菌
	大腸菌群
	大腸菌
	クリプトスポリジウム指標菌
	レジオネラ属菌
	化学試験
	化学的一成分試験
	飲料水
	水道水
	微量元素
	微量物質
	汚水試験
	乳及び
乳製品

	乳及び乳製品以外
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	定性
	定量
	簡易試験
	一般試験
	浄水
	
	
	
	細菌学
	理化学
	細菌学
	理化学
	
	
	
	細菌学
	理化学
	細菌学
	理化学

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	食品添加物
	重金属
	農薬
	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	









            　　　　               平成29年度
	行政検査

	
 
 
 
 
 
 

	環境水等検査
	食品検査
	産業廃棄物検査
	大気環境
検査

	花粉調査



	その他





	
	
	乳及び
乳製品
	乳及び乳製品以外

	
	
	
	

	
	
	細菌学
	理化学
	細菌学
	理化学
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	食品添加物物
	重金属
	農薬
	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所試験検査実施状況調
注1　 札幌市の数は札幌市衛生研究所、函館市・小樽市・旭川市の数は各市調べによる。

	【記載要領】　
(1)　保健所試験検査実施状況調を参照のこと。
(2)　上記(1)は、細分化されているので、該当する項目について整理して計上すること。
(3)　プール水の総トリハロメタンは、理化学に計上すること。
(4)　行政検査は、収去検査を含むこと。
(5)　他保健所への依頼分は、計上しないこと。
(6)　1検体に対して「細菌学」と「理化学」の両方を検査した場合は、それぞれ計上すること。


  (参考別表)
　※別表は、地域保健情報年報全道値集計の対象ではない。

 表　食中毒発生事例 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　　平成    年
	事件番号
	発生月日
	発生場所
	摂食者数
	患者数
	死亡者数
	原因食品
	病因物質
	原因施設
	摂食場所

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計

表　苦情処理件数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年度
	

	総数
	医療
	薬事

	食品

	犬

	猫

	死亡獣
畜等
	営業施
設
	排水

	衛生害
虫
	ｼｯｸﾊｳｽ
関係
	介護保
険関係
	その他


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


資料　保健所集計

表　動物愛護法関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成　　年度
	


	犬
	猫

	
	返還
	譲渡
	殺処分
	その他
	返還
	譲渡
	殺処分
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	
	



